2010年5月6日
岐阜県知事　古田　肇様
 　　県民への原子力防災の周知と訓練実施を求める要望書　
　県民の安全安心のために尽力いただき、ありがとうございます。
本日5月6日は1995年12月8日ナトリウム漏えい火災事故を起こし、14年以上停止していた高速増殖原型炉「もんじゅ」が運転を再開する日です。もんじゅはプルトニウムを燃料とし、猛毒のナトリウムを使う原子炉です。各国では臨界事故やナトリウム漏えい事故を繰り返し、危険であることと唯一の長所であるプルトニウムの倍増も実現性がなく更に経済性がないため、高速増殖炉から撤退しました。　　　　　　　　　　　　

ところがいまだに核燃料サイクルを見直すことができない日本政府は核燃料サイクルの柱としてもんじゅを再開させます。しかしナトリウム監視の重要機器であるナトリウム漏えい検出器の把握すらできず、本年4月26日深夜に5時間半も漏えいが監視できない事態になりました。昨年5月の部品交換時に故障の原因調査もせず放置してきたことが原因とされています。今回のような原因解明の放置は氷山の一角でしょう。

この危機的状況にあっても、国は運転再開を最優先し原因究明は後回しです。この対応は1年の大半をもんじゅの風下で暮らす岐阜県民にとって大変な脅威です。岐阜県議会は本年3月、県民のもんじゅ運転再開への不安を受け止め、「「もんじゅ」の安全に関する積極的な情報提供を求める意見書」を全会一致で可決しました。意見書はもんじゅが高速増殖炉であるため「一たび事故が起これば甚大な被害が発生すること」から国が分かりやすい説明をすることで、「誰もがその安全性に疑念を抱くことなく、安心して暮らせるようにすることを求め」ています。しかし政府は運転再開のみに執着し説明責任を放棄しています。これでは安心はもとより安全すら得られません。
　原子力安全委員会が定める「防災指針」（「原子力施設等の防災対策について」）では原子力施設の事故は希ガス漏れのみで、炉心溶融などによる放射性物質の大量放出は想定していません。また、「防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲」（以下、「EPZ」（「Emergency Planning Zone」緊急対策地域）を原子炉から8～10㌔の半径の地域としています。
　岐阜県は敦賀原発に最も近い揖斐川町までの距離が約25㌔であることから、平成14（2002）年に県地域防災計画に原子力対策が追加され、県職員の訓練は実施されたとのことですが、県民に対する積極的な広報や住民参加の訓練はありません。
  しかし岐阜県は福井県若狭にある原発群の風下地域です。美浜原発の前から飛ばした風船が卓越風の伊吹颪によって2～3時間で旧春日村、大野町、瑞穂市、八百津町など県内の広範囲に運ばれるという特殊な地域です。風船が到着した時間は旧春日村と八百津町がわずか１時間の差です。大量の希ガスや放射性物質の放出事故による影響を受けざるを得ない位置にあります。しかも、この期間が1年の4分の3とも、もっと長いとも言われています。

　住民が参加した防災訓練は日頃から地域の危険箇所や避難場所、避難方法を確認し、被害を軽減するために行います。ところが県民が原子力施設から数十㌔の範囲にあることや風下である期間が長く、風の動きが早いという基礎知識を持たなければ、事故が起きたときにパニックを招くだけで被害軽減はできません。
  EPZは原子力安全委員会の目安です。範囲外の訓練を禁止するものではありません。国の情報公開法に先駆け岐阜県や各県、各市町村が情報公開条例を制定しました。神奈川県は国の法制化を待たず公共的施設における受動喫煙防止条例を制定し、今年4月１日から施行しています。戦略的環境アセスメントも国の制度化を待つことなく、東京都条例制定、埼玉県、千葉県、京都市、広島市などは要綱で制度化しています。少なくとも１年の４分の３が若狭の15基（※）という原発集中立地地域の風下という特殊な位置に置かれている岐阜県だからこそ、県民の安心と安全を守るためには、住民が参加した原子力防災訓練が必要です。

また、大量の放射性物質の放出事故はありえないのでしょうか。制御棒が脱落し臨界となった事故は福島、志賀、浜岡原発でもありました。幸い大量放射性物質の放出がなかっただけです。今後老朽原発が増え、事故の危険性は増大します。

核物質が大量に集中する原発はテロの格好の標的です。この時は放射性物質が放出されるでしょう。
  滋賀県はEPZ内ではありませんが、県と自治体との連絡の確認、福井県のオフサイトセンターでの情報収集などの訓練を実施しています。
  アメリカでは10マイル（約16㌔）がEPZ地域です。事業者は半径16㌔圏の住民にこのことを周知し、了解が得られなければ、運転許可が降りません。イギリスのリーズ市とブラッドフォード市は直近のヘイシャム原発から83～90㌔、再処理工場のセラフィールドから135～146㌔離れていますが、「放射能雲の下のリーズとブラッドフォード」というリーフレットを配布し、住民に知識の普及と対応を呼びかけています。

※ 「ふげん」は廃炉になりましたが、燃料がその貯蔵プールにあるため、テロを考慮して１基としました。
　　　　　　　　　　　　　　　記

もんじゅ運転再開を機に県民の安全・安心を確かなものにするために、原子力防災に対し県民が参加した防災計画を策定し、積極的な広報と住民参加の訓練が早期に実施されることを強く求めます。

以上
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